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J-SPEEDを活用した災害時自治体職員の健康チェックについて

1. 課題認識

1​ 　災害時、自治体職員は強い使命感のもと住民保護に従事します。 

2​ 　自治体職員は災害対応時に、極端な職務環境に晒され疲弊します。 

◎自治体職員の災害時職務特性

�​ 自らも被災するなか、災害対応・復旧復興の前線に立つ 

�​ 常に正しい情報を出し続けなければならないプレッシャーに晒される 

�​ 住民のやり場のない怒りの矛先が自治体職員に向けられる、 弱音を吐けない 

�​ 被災自治体の職員は特別な訓練等を事前に受けていません 

3​ 　自治体職員の疲弊対策/健康管理は災害対応の成否に直結する重要課題です。 

“自治体職員は社会インフラであり、災害時は住民のライフラインです” 

2. 目的 災害対応自治体職員の健康チェック体制を構築すること。 

3. 方法 J-SPEED健康チェックの実施

�​ 職員が健康状態を入力（１日1回1分程度、2分はかかりません！） 

�​ 介入が必要な職員に対しては、産業保健の専門家が介入します 

�​ 自治体担当者と災害産業保健支援チームが連携して上記を体制化します 

1​ J-SPEEDに入力すると何がどうなるのか？

�​ 最小限の負担で、職員の勤務健康状況を可視化できる 

�​ 緊急性のある体調の職員を抽出できる 

�​ 労働衛生の専門家によるファーストコンタクトにつなげることができる 

�​ 支援者支援窓口との連携等による適切なフォローアップにつなぐことができる 

�​ 休職・離職を予防することができる 

�​ 取り組み自体が職員に向けた応援メッセージとなる 

�​ 職員を守ることで、住民への行政サービスを継続することができる 

2​ 手順 

�​ 機構図/部局名称一覧をJ-SPEEDシステム担当に共有する。 

�​ 各職員がQRコードから連絡先等を初期登録し、日々の健康状態を入力する。 

�​ 支援チームが、データを集計 

✧ 対応が必要な職員に対して、産業保健の専門家が電話対応を実施

（例：相談を希望、疲労度が高い、パフォーマンス低下等）

�​ 支援チームは、集計報告書を作成して自治体担当者に報告 

✧ 保健医療福祉調整本部会議等にも提出し、組織的な対応につなげる

4. 自治体本件担当者のタスク

1） 職員名簿の提供

2） 職員への周知

3） 支援チームからの報告

を受ける（電話等）

5. J-SPEED統合集計報告書（サ

ンプル）

支援チーム連絡先

● 産業保健担当（産業医科大学 災害産業保健センター　DOHAT）立石093-691-7180
● システム担当（広島大学公衆衛生学　J-SPEED解析支援チーム）田治090-6406-5704 村山090-6979-7362 永田090-9791-6285
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